　課税免除申請に必要となる書類
　（１）固定資産税課税免除申請書（別記様式）※特区法の場合は第１号様式

　（２）法人税又は所得税の確定申告書の写し（別表１、税務署の受付印影のあるもの）

　（３）減価償却資産の償却額の計算に関する明細書（申告書別表１６（１）又は（２））

　（４）特別償却の償却限度額の計算に関する附表（特別償却しない場合は別紙「理由書」）

　（５）償却資産明細書（付表１）（機械及び装置に一連番号を付けること）
※過疎法と復興特区法の様式は別となっておりますのでご注意ください。

　（６）工場等の配置図・平面図

　（７）償却資産の配置図（生産工程図に生産ラインを矢印で示し、一連番号を付けること）

　（８）決算書（当期分及び前期分の貸借対照表、損益計算書）及び固定資産台帳

　（９）事業所のパンフレットなど

　（１０）その他必要書類（機械の用途説明等）

　（１１）建物の課税免除申請をする場合は、その敷地である土地の登記簿（写）、公図（写）、及び家屋の登記簿（写）、平・立面図、並びに工事請負契約書等の建物の工事着工日が確認できるもの

